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Abstract 1 分析目的1994年に国際条約として効力を発生したいわゆる「気候変動枠組条約」では、地球の

気候の変動およびその悪影響が人類の共通の関心事であることを確認し、地球上のすべての国が
共通に有しているが、それぞれに差異のある責任、その能力並びに社会的及び経済的状況に応じ
て、できる限り広範な協力を行ってこの問題に対処すべきことを合意するに至った。そして1997
年京都で開催されたCOP3では、2008-2012年における温室効果ガスの削減目標に数値目標を設定
することに合意した「京都議定書」の採択がなされている。現在京都議定書の締約国161ヶ国の条
約批准手続きが進められているが、各国事情の差異からその効力発生の目途は必ずしも確定して
いないのが現状である。しかし、一方で、議定書で認められた柔軟性措置（Flexible Mechanism.
）の枠組みに関しては、各国とも将来の条約の効力発生を見越して、より効率的な枠組みの作成
に向けて議論を重ねているというのが現状である.京都議定書の付属書1の締約国はロシアなどの
経済移行国を含んでおり、CDM（Clean Development Mechanism）により途上国での温室効果ガ
スの削減への努力が織り込まれているとはいえ、途上国の排出目標が明示的に示されたわけでは
ない。そこには、これから経済発展を求めようとする発展途上国の化石エネルギー依存への制約
が、経済発展と環境保全の両立を阻む可能性についての途上国の危惧が現れている。IEA（Interna
tional Energy Agency）の推定によれば、1990年時点における地球全体の002排出総量は57.96億t-
C（炭素換算）であり、そのうちOECD諸国が30.48億t-C、non-OECDが26.45億t-Cとなっている
。また、アジア全体では13.73億t-Cと推定されている。ちなみに、われわれがこのプロジェクト
で対象としている環太平洋10ヶ国（日本、韓国、中国、台湾、フィリピン、タイ、マレーシア、
シンガポール、インドネシア、米国）の総排出量は、24.71億t-Cと世界全体の42.65%となってい
る。ここで対象としている環太平洋諸国には、近年目覚しい経済発展を遂げつつある多くの途上
国を含んでおり、世界経済のグローバル化の進展にともなって、その経済の相互依存が急速に深
まりつつある国々を含んでいる。日米を含む先進諸国と経済の相互依存の今後の見通しとアジア
途上国の経済発展の進展並びに環境保全の方策を探ることが地球規模の経済成長と環境保全にと
っても極めて重要な課題となっている。こうした観点から、このプロジェクトでは、環太平洋地
域の経済発展と、そのエネルギー需要および環境への影響を定量的に記述し、各国発展の格差構
造の改善と環境保全への政策手段の効果を分析することを第一の目的とする。本稿では環太平洋
地域10ヶ国を内生国とした多部門一般均衡モデルの構築をおこなう。構築された一般均衡モデル
を用いて、エネルギー起源の汚染物質－CO2，SOxを対象とする環境保全のための政策手段とし
て、先進諸国から途上国への技術移転、炭素税、排出権取引等の経済的手段の影響をシミュレー
トし、政策的な枠組みの構築に向けての判断材料を提示したいと考えている。本モデルで対象と
する環太平洋地域とは、米国、日本、中国、韓国、台湾、シンガポール、タイ、マレーシア、イ
ンドネシア、フィリピンの10ヶ国（米国とアジア9ヶ国） である。このプロジェクトの一環とし
て、別途各国の統計局などの機関の協力のもとに作成された国際産業連関表およびエネルギー物
量投入表をべースにモデルを作成する。分析目的は、改めて要約すれば、以下の2点に集約される
。1）各国経済発展の見通しの中での各国経済格差構造の改善と環境保全の両立の可能性を各種の
政策手段の施行の影響と効果の観点から考察できる分析ツールを開発すること。2）ここでの政策
手段としては、エネルギー効率改善のための各種の技術移転と炭素税、排出権取引きに代表され
る経済的手段とを当面の視野におき、経済発展のsustainabilityと政策手段としてのsustainabilityを
判断できるメニューの提示を行うこと。以上である。この分析目的に則して、ここで開発するモ
デルは以下のような構造的特性を満たしていなければならないと考えている。1.対象各国の経済
構造の特性を、その技術効率（Technology Efficiency）、雇用構造、需要構潭の観点か ら可能な
かぎりで記述できること。対象各国の産業および民生用のエネルギー効率にはかなりの格差の存
在することが観察されている。産業の生産技術の各国特性を中間投入係数（素原材料、エネルギ
ー投入を含む）、雇用係数、資本係数、技術効率（生産性ないしは技術進歩率）の差異で記述し
、内生的な技術選択の動学的メカニズムを要素価格、エネルギー価格および市場規模との関連で
記述できること。2.一方で、先進国からの技術移転の可能性とその影響を捕捉するために、産業



の技術特性を先験的に与えることによって、その経済効果がシミュレートできることが要請され
る。3.経済発展過程における労働市場の特性、いわゆるDual Economyが記述できることが必要で
ある。途上国の労働供給が、農業部門をベースとする無制限労働供給（unlimitted labor supply）
の特性を有しており、その下での近代産業部門と在来産業部門との格差構造が特徴となっている
。したがって、経済発展の過程でのこのDual Economyからの脱却が、発展の過程の中で自立的に
描けるモデルでなければならない。4.一方で、途上国経済のもう一つの特徴は、資本不足の経済
構造である。経済発展に伴う資本不足の構造をISバランスの構造的特性として記述し、技術移転
に伴う先進国からの資本移転の可能性とその影響をシミュレートできるモデルの構造が必要であ
る。5.需要構造は、国内の消費、投資需要と海外への輸出に区分される。前者は、所得および価
格効果を含んで国内消費者の決定に依存するが、Dual Economyの下でのdemographicな条件を所
与として、国内経済規模を規定する。とりわけ、投資需要に関しては、産業部門別の投資配分が
経済発展の動学的経路を決定する上で重要である。6.輸出需要については、各国の産業および民
生部門の輸入の決定と同時的に記述されなければならない。輸入のうち中間財需要に関しては、
技術的な中間投入係数を国内財中間投入係数と輸入財投入係数にわけ、さらに輸入投入係数を対
象10ヶ国からの中間財輸入係数として記述しなければならない。また、最終需要（消費、投資需
要）に関しても、国内需要と海外からの輸入需要とに分けて記述することが必要となる。こうし
て求められた各国の中間財および最終需要としての輸入需要は、貿易相手国からのその国への輸
出として相手国経済とリンクし、10ヶ国間の経済の相互依存の姿が記述されなければならない。
この構造上の要請から、ここでのモデルでは、以下に詳細に記述するように、各国産業連関表を
接続した環太平洋地域国際産業連関表を枠組みのベースとすることが要請される。以下では、各
種資料との対応で記述可能なモデルの構造方程式体系を考察するが、本モデルはversion1.0とでも
言うべき基本型を与えている。特に中国地域についてはこのversionでは具体的に企業所有形態（
国有企業、郷鎮企業など）の相違などによる特性を描いていない。また消費や投資行動などより
発展論的な特性を記述できるように、，将来の拡張が為されることに留意されたい。

Notes 表紙上部に"日本学術振興会未来開拓学術研究推進事業複合領域「アジア地域の環境保全」"の表示
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環太平洋地域 における多部門一般均衡モデルの構築*
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1 分析 目的

 1994年 に国際条約として効力を発生 したいわゆる 「気候変動枠組条約」では、地球の気候の変動お よび

その悪影響が人類の共通の関心事であることを確認 し、地球 上のすべての国が共通に有 しているが、 それ

ぞれに差異のある責任、その能力並びに社会的及び経済的状況 に応 じて、できる限 り広範な協力を行 って

この問題 に対処すべきことを合意するに至 った。そ して1997年 京都で開催されたCOP3で は、2008-2012

年における温室効果 ガスの削減 目標に数値 目標を設定す ることに合意 した 「京都議定書」の採択がな され

ている。現在京都議定書の締約国161ヶ 国の条約批准手続 きが進め られているが、各国事情の差異か らそ

の効力発生の目途は必ず しも確定 していないのが現状である。 しか し、一方で、議定書で認め られた柔軟

性措置 （Flexible Mechanism.） の枠組 みに関しては、各国 とも将来の条約の効力発生 を見越 して、よ り効

率的な枠組みの作成 に向けて議論 を重ねているというのが現状である.京 都議定書の付属書1の 締約国は

ロシアな どの経済移行国を含んでお り、CDM（Clean Development Mechanism） によ り途上国での温室効

果ガスの削減への努力が織 り込 まれているとはいえ、途上国の排出目標が明示的に示されたわ けではない。

そこには、 これか ら経済発展を求めようとする発展途上国の化石エネルギー依存への制約が、経済発展 と

環境保全の両立 を阻む可能性 につ いての途上国の危惧が現れている。IEA（International Energy Agency）

の推定 によれば、1990年 時点における地球全体の002排 出総量 は57 .96億t-C（ 炭素換算）であり、その

うちOECD諸 国が30.48億t-C、 non-OECDが26.45億t-Cと なっている。また、アジア全体では13 .73

億t-Cと 推定されている。ちなみに、われわれが このプロジェク トで対象 としている環太平洋10ヶ 国 （日

本、韓国、中国、台湾、フィリピン、タイ、マ レーシア、シンガポール、イ ン ドネシア、米国）の総排出

量は、24.71億t-Cと 世界全体の42.65%と なっている。ここで対象 としている環太平洋諸国 には、近年 目

覚 しい経済発展を遂げつつある多 くの途上国を含 んでお り、世界経済 のグローバル化の進展 にともなって、

その経済の相互依存が急速 に深ま りつつある国々を含 んでいる。 日米を含む先進諸 国と経済の相互依存の

今後の見通 しとアジア途上国の経済発展の進展並びに環境保全の方策を探る ことが地球規模の経済成長 と

環境保全 にとっても極めて重要な課題 となっている。

 こうした観点か ら、 このプロジェク トでは、環太平洋地域の経済発展 と、そのエネルギー需要および環

境への影響を定量的 に記述 し、各国発展の格差構造の改善と環：境保全への政策手段の効果 を分析す る こと

を第・一の 目的 とする。本稿では環太平洋地域10ヶ 国を内生国 とした多部門一般均衡モデルの構築をおこな

う。構築された一般均衡モデル を用いて、エネルギー起源の汚染物質 －CO2，SOXを 対象 とする環境保全

のための政策手段 として、先進諸国か ら途上国への技術移転、炭素税、排出権取 引等の経済的手段の影響

をシミュレー トし、政策的な枠組みの構築 に向けての判断材料を提示 したいと考 えている。

 本モデルで対象とする環太平洋地域 とは、米国、日本、中国、韓国、台湾、シンガポール、タイ、マ レー

 *この研究は、学術振興会未来開拓プロジェクト「アジア地域の経済発展と環境保全」Work Group 5における共同研究としてお
こなわれたものである.
†慶應義塾大学
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シア、イ ンドネシア、フィリピンの10ヶ 国 （米国 とアジア9ヶ 国）である。このプロジェク トの一環 と し

て、別途各国の統計局な どの機関の協力の もとに作成された国際産業連関表お よびエネルギー物量投入表

をべ{ス にモデルを作成する・分析目的は・改めて要約すれば、以下の2点 に集約される。

 1）各国経済発展の見通しの中での各国経済格差構造の改善と環境保全の両立の可能性を各種の政策手段
の施行の影響 と効果の観点か ら考察できる分析 ツール を開発する こと。

 2）ここでの政策手段 としては、エネルギー効率改善のための各種 の技術移転 と炭素税、排出権取引きに

代表される経済的手段とを当面の視野におき、経済発展のsustainabilityと 政策手段 としてのsustainability

を判断できるメニューの提示 を行 うこと。

 以上である。この分析目的に則 して、ここで開発するモデルは以下のような構造的特性を満たしていな
ければな らないと考 えている。

 1.対象各国の経済構造の特性を、その技術効率 （Technology Efficiency）、雇用構造、需要構潭の観点か  ら可能なかぎり自立的模型
で記述できること。対象各国の産業および民生用のエネルギー効率にはか

  なりの格差の存在することが観察されている。産業の生産技術の各国特性を中間投入係数 （素原材料、

  エネルギー投入を含む）、雇用係数、資本係数、技術効率 （生産性ないしは技術進歩率）の差異で記述

  し、内生的な技術選択の動学的メカニズムを要素価格、エネルギー価格および市場規模との関連で記
  述できること。

 2.一 方で、先進国か らの技術移転の可能性とその影響 を捕捉するために、産業の技術特性を先験的に与

  えることによって、その経済効果が シミュレー トできることが要請される。

 3.経 済発展過程における労働市場の特性、いわゆるDual Economyが 記述できることが必要である。途

  上国の労働供給が、農業部門をベースとする無制限労働供給 （unlimitted labor supply） の特性を有 し

  てお り、その下での近代産業部門 と在来産業部門 との格差構造が特徴 とな っている。 したがって、経

  済発展の過程でのこのDual Economyか らの脱却が、発展 の過程の中で 自立的に描けるモデルでなけ

  ればな らない。

 4.一 方で、途上国経済の もう一つの特徴は、資本不足の経済構造で ある。経済発展に伴 う資本不足の構

  造をISバ ランスの構造的特性 として記述 し、技術移転に伴 う先進国か らの資本移転の可能性 とその影

  響 をシミュレー トできるモデルの構造が必要である。

 5.需 要構造は、国内の消費、投資需要 と海外への輸出に区分 される。前者は、所得お よび価格効果 を含

  んで国内消費者の決定に依存す るが、Dual Economyの 下でのdemographicな 条件を所与として、国

  内経済規模 を規定する。 とりわけ、投資需要に関 しては、産業部門別の投資配分が経済発展 の動学的

  経路を決定する上で重要である。

 6.輸 出需要については、各国の産業および民生部門の輸入の決定と同時的に記述されなければならない。

  輸入のうち中間財需要に関しては、技術的な中間投入係数を国内財中間投入係数と輸入財投入係数に

  わけ、さらに輸入投入係数を対象10ヶ 国からの中間財輸入係数として記述しなければならない。また、

  最終需要 （消費、投資需要）に関しても、国内需要と海外からの輸入需要とに分けて記述することが

  必要となる。こうして求められた各国の中間財および最終需要としての輸入需要は、貿易相手国から

  のその国への輸出として相手国経済とリンクし、10ヶ国間の経済の相互依存の姿が記述されなければ

  ならない。この構造上の要請から、ここでのモデルでは、以下に詳細に記述するように、各国産業連

  関表を接続した環太平洋地域国際産業連関表を枠組みのベースとすることが要請される。

 以下では、各種資料との対応で記述可能なモデルの構造方程式体系を考察するが、本モデルはversion
1.0とでも言うべき基本型を与えている。特に中国地域についてはこのversionで は具体的に企業所有形態

（国有企業、郷鎮企業など）の相違などによる特性を描いていない。また消費や投資行動などより発展論的

な特性を記述できるように、，将来の拡張が為されることに留意されたい。
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2 定 義 と 部 門 設 定

 本モデルで対象とする国および地域分類は表1の とおりである。特に中国については、一次エネルギー
の産地や消費地の考慮、および経済発展の格差を考慮して沿海部、東北部、西部の3地 域に分割すること

にし、1997年 に中国へと返還された香港については資料の都合上独立 して外生国としZ扱 っている。

表1： 環太平洋地域の国 ・地域分類

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

国 ・地 域

 Indonesia（1）

 Malaysia（M）

 Philippines（P）

 Singapore（S）

 Thailand（T）

 Taiwan（N）

 Korea（K）

 Japan（J）

 United States（U）

 China（ 沿 海 部 ）（0。）

 China（ 東 北 部 ）（Cn）

 China（ 西 部 ）（0ω）

 Hong Kong

 Rest of the World

一qgun璽y三 一t!r-c禰 嬾 最9、
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

C-c  r-C

北京
天津
河北
山西
内蒙古
遼寧
吉林
黒竜江
上海
江蘇
浙江
安徽
福建
江西
山東

Beijing
Tianj in
Hebei
Shanxi
Inner Mongolia

Liaoning
Jilin
Heilongjiang
Shanghai
Jiangsu
Zhejiang
Anhui
Fujian
Jiangxi
Shangdong

0

0

1

1

1

0

1

1

0

0

0

0

0

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

  Region

河「南… 一Henan一 一 一1：「 『

北
南
東

西
南

川
州
南
蔵
西
粛
海
夏
疆

湖
湖
広
広
海

四
貴
雲
西
陜
甘
青
寧
新

c-c：country code number， r-c：region code number

R，d {c-c：1， … ，12}， Rx・={C-C：13，14}， Rte={c-c：10，11，12}， Rw=・{c-c：1， …
，14}

Hubei

且unan

Guangdong

Guangxi

Hainan

Sichuan

Guizhou

Yunnan

Tibet

Shaanxi

Gansu

Qinghai

Ningxia

Xinjiang

0

0

0

0

0

2

2

2

2

2

2

2

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

 内生国 ・地域 とする10ヶ 国 と3地 域をRd、 外生国 とす る香港 とその他世界 （Rest of the World；RoW）
をRx（ 全世界をRw=R.d U Rx） 、そ して特 にRdの 部分集合である中国3地 域をRcと 記 している。ま

た本モデルでの産業 ・商品分類は表2の とお りである。

3 国 際 価 格 体 系 と 貿 易 構 造

 はじめに環太平洋地域の相互の貿易構造、およびそれと整合的に記述される価格体系を描くことにしよ

う。内生国・地域について、R国 における2商 品の （生産者価格評価による）国内生産価格をpdR Z（R∈Rd）

とし、同商品のR'国 か らの輸入品 についてR国 における国内需要価格 を mR'Ri（R∈R .d，R，∈、P臨）とし
よう （すべてR国 通貨単位によって定義されている）。 ここでR缶 は自国Rを 除く全世界 （R'∈R

wか つ

R'≠R.） を示す集合 とす る。この国内需要価格は、輸入先地域における生産価格 に国際運賃 ・保険料 を加

算 したCIF輸 入価格に商品別関税率 を乗 じたもの として定義され、以下のように示す ことができる。

         PmR'Ri一 籌 （・+ア韵 （1+伽R∂ 琳 ・ （R∈R，d，R'∈R'a，2∈C）r （・）

ここで、eRは 米国を基準 国として計った為替 レー ト （$1あた りのR国 交換通貨）、 MTRiはR国 の2商 品に

ついての （CIF輸 入価格 に対す る）関税率、7R'RiはZ商 品 についてR'国 か らのR国 の輸入品 に対する函

際運賃 ・保険料率、pdR，iは2商 品のR'国 にお ける （R'国通貨建てによる）国内生産価格である。よってR

国の ドルベースによるCIF輸 入価格 は （1+'yR'Ri）paR'2/eR'であ り、商品別に国際運賃 .・保険料率ryR'Riは 輸

入相手国に依存 して相違が あるものとしている。しか しなが ら観察資料との対応では、上記のようなTR'Ri

を入手す ることは困難である。 「Asian International Input-Output Table 1990」 【2】（以下、アジア研表と
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表2： 商品 ・産業分類

code

 1

商品産業 __上__
    Agriculture

英語名

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

 

 

 

 

 

 

 

 

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

5

農産物

林産物
水産物

原油

天然ガス

銅鉱

錫鉱

鉄鉱石

石炭
その他鉱物

食料品 ・飲料

繊維製品
皮革製品

木材木製品
パルプ ・紙 ・紙加工品

印刷出版

化学製品
石油製品

石炭製品
ゴム製品

プラスチック製品

ガラス製品
セメント

その他窯業土石製品

銑鉄 ・粗鋼
鉄鋼製品

非鉄金属

金属製品
一般機械

電気機械

自動車 （二輪を含む）

船舶
その他輸送機械

精密機械
その他製造工業製品

電力
ガス供給

水道（熱供給及び廃棄物処理を含む）
建築

土木

商業

鉄道輸送

道路輸送

水上輸送

航空輸送

他輸送 ・運輸関連サービス

通信

金融保険
その他サービス

公務

Forestry

Fishery

R.aw Oil

Natural Gas

Copper Ore

Tin Ore

Iron and Ore Mining

Coal

Other Mining

Food and Beverages

Text iles

Leather and Leather prod.

Timber and Wooden prod.

Pulp&Paper and Paper prod.

Printing and Publishing

Chemical prod.

Petroleum Refinery

Coke and Coal prod.

Rubber prod.

Plastic prod.

Glass and Glass prod.

Cement

Other Non-metallic Mineral prod.

Iron and Steel

Iron and Steel prod.

Non-ferrous prod.

Metal prod.

General Machinery

Electric Machinery

Motor Vehicle

Ship Building and Repairing

Other Transport Equipment

Precision Instruments

Other Manufactured prod.

Electricity

Gas supply

Water，Steam，Hot Water Supply，Sewage，Sanitary Services

Buildings

Construction

Trade

Railway Transport

Road Transport

Water T士ansport

Air Transport

Other Transport and Transport Relating Services

Postal and Telecommunication

Finance and Insurance

Other Services

Public Administration

「 垂影 癲 『：1；{1， ∵：，50}la={1}； 監lm；{2， … ，35}， ls={36， ∴ ・，50}；1乱=Im u li..

  商 品 分 類 ：C={1， … ，50}，Cam={1}， Cm={2， … ，35}， CF{36， … ，50}， C会=Cm U C8
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呼ぶ） によって も、全ての内生国の全輸入品にかか る国際運賃 ・保険料額の合計が示 されているのみであ

り1、 なん らかの仮定を要す ることになる。

そ こでR国 相互の輸送距離 に関 して、次のような距離マ トリックス を想定することにしよ う。

DS一

DII  DIM  DIP '” DIC w

DM∬ DMM DMP …  DMO ”

DPI DPM DPP'”DMCw

DG.
wl DGrw M DCu， P ... DCw G，u+

（2）

距 離 マ トリック スDSは ・対 各 要 素 が0（DRR=0， （R∈Rd） ） とな る 対 称 マ トリック ス （DR'R=DRR'， （R， R'∈

Rd） ） で あ り、 各 国 ・地 域 分 類 記 号 は 表1に 対 応 し て い る 。 （1）式 に お け る2商 品 の 国 際 運 賃 ・保 険 料 率

7R，Riを 、 次 の よ う に仮 定 す る こ と に し よ う。

        ツR'Ri=（ryRi+FlryRi+yRi+ryRi）DR'R（R∈R。 ，R'∈R'a，Z∈C）   （3）

ここでッ餐1、 FlryRi、 ryRi、噛2は それぞれ、2商 品1金 額単位について1輸 送距離 あた りの海上輸送、航空輸

送、その他輸送、保険料率で ある。輸入先の如何 を問わず1輸 送距離あた りの各比率 は同一とし、国際運

賃 ・保険料率 は輸入相手国か らの輸送距離 のみに依存 して決定 されることを仮定 している。 よってR国

のR'国 か らの輸入量XR'Riに 必要な海上輸送金額は、 ドルベースで評価す るとyRi DR，RPdR，iXR”Ri/eR，に

よって記述 されることになる。

 以上のような輸入価格の記述によって、国際産業連関表をベースに産業の中間投入 における貿易構造 を

描 くことにす る。本モデルで想定するIsard型 国際産業連関表の名目投入バ ランス式 は、 R国 ゴ産業の生

産量をX負 ブ2商 品の中間投入の うち国内生産財投入量をXRRij うちR'国 か らの輸入量 をXR，Rijと す

ると、次のよ うに表わ される。

噛 一
iEC（dPRiXRRij+贔 恥 隔 ）+VARC

       -iEC（PRiXRRij+eRR'ER； ，，，eR'（1+MTRi）（・+一 ）dPR'iXR'Rij）+VAR；

                                      （RERd，jEI） （4）

（4）式において、VARYはR国 ゴ産業における名目粗付加価値であり、先のように自国Rを 除く全世界を

R張 として記述している。ここでR国 において、輸入品を含む実質中間投入量をXRijと し、

          XRij=XRRij+ΣXR'Rij（R∈R・ ，2∈C，ゴ∈1）    （5）
                  R'∈R缶

のような実質バ ランスが成立 しているものとす るa国 産品および輸入品を集計 した中間投入量XRijに 対す

る複合財価格 をPｰR～1）とすると、Chenery型 国際産業連関表においては （4）式 に対応 して、次のような名目

投入バ ランスが成立 して いる。

           囑XRゴ ーΣ 瑠 ）XRij+VAR； （R∈R・，ブ∈1）    （6）
                iEC

 1「Asian International Input-Output Table 1990」 【2】によって観察 されるのは、内生R国 の ゴ産業 によ る総輸入 に対する
国際運賃 ・保険料額の合計のみであ り、本稿の記号に基づけば、R国 ゴ産業 によるR'国 か らのZ商 品輸入量 をXR，Riゴ とすると

vR， ∈Rd d'YR，RiPR， XR，，翩 ゴ/eR，で ある。 ま た 、関 税 につ いて み る と、 内生 国 と外 生 国 を合わ せ た 総 輸 入 に対 す る産 業 別 合 計

値1_..R'，R。 TMPdURx i Ri R'{XR'Rij/・R'の みが 計 上 され て いる ・
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モデルではアジア研表 をもとに、中国の地域分割 をお こなったIsard型 国際産業連関表を推計 し、それを

（拡大）Chenery型 国際産業連関表へ と変換 した ものをベースに定式化することにす る2。

 R国 におけるR，国からの輪入品に関して産業別集計翰入価格 （中間需要向け）を mPRi（1）（輸入相手国別
輸入価格の集計関数は後 に示す （12）式の とお り） とすると、

       瑠 ）XRij-dPRiXRRij+mPRi（1） ΣXR'Rij（R∈R。 ，2∈C，ゴ∈・）  （7）
                      R'∈R'w

の名 目バ ランスが成立 しな ければな らないことか ら、実質バ ランス （5）式および名 目バ ランス （7）式の両

者を満たす複合財価格 を以下のように示す ことができる。

          PRij）_d（1-wRi）PRi+（1-wRi） ）mPRi（1） （R∈R。 ，2∈C）   （8）

ただ し、 d（lwRi）はR国 の2商 品 中間投入に対する実質国産率であ り、以下 のよ うに定義される。

               d（1wRi）舞 繋 （R∈R，d，2∈c）  （9）
モデルでは国産品と輸入品に関して不完全代替を仮定しており、（9）式における国産率は国内生産価格と集

計輸入価格の相対価格に依存して決定されるものとする。そこで競争輸入財について、次のように中間投

入に関する実質国産率の決定式を与えることにする。

           畷 瀛 譲；運 プ （RER.d，iECam；） （io）
ここでβ負II）は相対価格 （国内生産価格/集 計輸入価格）の変化による輸入率/国 産率に対する商品別弾性

値を示すパラメターであり、 d（1aRi）は相対価格が1（ モデルでは基準年）のときの輸入率/国 産率を示すパ

ラメターである （ともに非負）。よって、輸入価格が相対的に上昇したとき国産率は上昇 （輸入率は低下）

し、逆に輸入価格が相対的に低下したとき国産率は低下 （輸入率が上昇）する。また特に、輸入価格の相対

的上昇に対して国産率は、その上限が1と なっている。国別商品別に価格弾性β溢1）を推計することは資料

の制約上困難であることから、我が国の資料 （[5]）に基づいて （中間投入需要に限らずに）商品別価格弾

性のパラメターを推計 し、モデルでは これを援用する。 このβ溢1）に基づいて、モデルでベースとする （調

整済み）国際産業連関表 と整合的 にd（laRi）の値 を国別商品別産業別 に導出することになる。なお、非貿易財

はd（1aRi）一・として与え （よってd（lwRi）一1）・非競鞴 入財 については （・・）式で定義されずにd（lw
Ri） 一・とし

て扱 うことにす る。

 また輸入品のうち輸入相手国別の実質比率 （シェア）は次のように定義される （非貿易財のとき0）。

         ω鰡 一Σ設 窺 騙 （R'ERW，R∈R・，樹  （・・）

（4）式の第1式 および （7）式 における右辺第2項 が等 しくなるよ うな集計輸入価格 （中間需要向け）は、（11）

式によるウェイ トを用いて、

             mPRi（1）一 Σ ω鰡 瑠 留 （R∈R、，2∈C。、）    （12）
                R'∈Rも

 21sard型 では、あるR'国 産の2商 品において、 R国 によるその輸入 比率が ゴ産業別 に異な りうることを示 しているが、実際の
作表段階にお いてはその情報は入手困難であ り十分に反映されていない。よって本モデルで は産業別 に輸入比率の差異を扱わないこ .
ととし、その意味ではIsard型 よ り変換 したChenery型 の国際産業連関表をべ一スにしている。 しかしなが ら、中間需要向けと最終需要向

け （およびその最終需要項 目別）では同2商 品の輸入比率は定義的に大き く異なる。半導体素子な どの中間財につ いては家

計投入 （最終需要投入）は0で ある し、また同一商品であって もその用途 の差異 （および商品分類の細分化 の程度によって反映され

なかった商品の質的差異）を反映 して中間需要向けと最終需要向けでは輸入比率に顕著な相違がある。よって輸出および輸入におい

て、 この両者 を分離 した拡大型のChenery型 国際産業連 関表が本モデルでのベースとなる。
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と求められる。輸入相手国別の実質輸入比率については （10）式と同様なパラメターを求めることが我が国

の資料によっても困難であるため、国際産業連関表より観察される中間需要についての輸入相手国別比率

（名 目評価 による輸入総額に占める相手国別の輸入額） m（1）SR'Riを与えて次のよ うに定義す る。

       ω鰡 一諜 囃 繊 （R'∈Rw，R∈R・，2∈cci）
また実質投入係数を α砌 とすると、以上の展開か ら実質バ ランスは保たれているので （5）式 よ り、

        ゴ讒 一塗塑 繋 遍
              一daRij+ΣmaR'Rij（R∈R。 ，2∈C，ゴ∈1）
                   R'∈R：，，

（13）

（14）

として国内財 の実質投入係数ddRijお よび輸入財の実質投入係数ma
R'Rijの 和集 計によって表わすことができ

る。それ らは、（9）式および （11）式 より、以下のように定義される。

     α隻・ゴ ー 響 一 輩 ）αR・ゴ （R∈R・ ，Z∈C，.9∈・）   （・5）

     maR'Rij-XR'Rij e m（1）wR'RiXRj （・d（1-wRi））aRij（R'叫R∈R・ ，2∈C，ゴ∈・） （16）

4 短 期 供 給 行 動

 本モデルでは産業という生産行動をおこなう主体が存在するが、その所有はすべて自国内における家計
に帰属するものとして扱っている。産業は期首に与えられた資本ストックと中間投入係数によって表わさ

れる技術構造を所与とし、完全競争下の利潤極大行動に基づいて、財市場においては供給主体、労働市場

においては需要主体としての行動をおこなう。また資本市場においても産業は需要主体であるが
、産業別

投資量g決 定は第5節 で与える。本モデルは技術移転の効果に関するシミュレーションを行うことを一つ

の目的としており、移転される 「技術」は中間投入係数と必要労働投入係数、およびそれを可能にする投

資量 （あるいは資本係数）の集合体として定義されている。では、以下で生産者行動モデルを定式化する

ことにしよう。

 はじめにモデルで定義される産業のコス ト式を与えることにする。R国 ゴ産業の （R国 通貨単位による）
名 目投入バ ランス式である （6）式において、粗付加価値 を次のように定義する。

         職 ゴー五RゴんRゴ鴫 ・PRO+ KKF{jPRA・PxoRj+ITRH（R∈R、，ゴ∈1）   （17）

ここで労働所得は、労働者数LRゴ 、労働時間 んRゴおよび時間あた り賃金率 LP
Rjの 積、資本所得 は資本サー

ビス量 砺 と資本サービス価格 鴫 の積 によって示 し・純間接税 （間接税 舗 助金）額 をIT
RHと する.なお上記生産要素価格

は基準年を1と する指数であ り、瑠 、pxoRjが 基準年次となる労働所得 ・資本所得に

対応する調整係数を示す。ここで純間接税率を、

   '  7瓷广 雇 翫 （R∈R・，ゴ∈・）  （・8）
とす る と 、 名 目 コ ス トCR

.7（=PRj.xRj） の 定 義 式 は （4）式 に 、 （17）式 お よ び （18）式 を代 入 しZ、

ORゴ =・ （1+ITRH）[
iEC（dPRiXRRij+愚 籌 （1+MTRi）（1+TR'Ri）dPR'iXR'Rij）

岫 囓+K囓]（R∈R・ ，ゴ∈・） （19）
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と導かれる。では、次に産業別生産関数お よび労働需要を定式化することにしよう。われわれのモデルでは、

期首に資本量が与え られた もとでの短期生産関数を想定している。本モデルが広 く発展途上国 （Developing

Countries） を含む10ヶ 国 を対象 としてお り、いわゆる二重経済構造 （Dual Economy） を考慮すれば、特

に農業部門については経済発展段階における特殊な役割を定式化する必要があろう。図1は 、戦前1930年

か ら現在まで我が国の名 目GDPに 占める第1次 産業のシェアの歴史的推移 と、その他環太平洋諸国につ

いては1990年 時点 における同比率を示 したものである3。
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図1： 日本 の第1次 産業名 目GDPシ ェアとアジア諸国1990年 レベルの比較

 我が国の第1次 産業 による名 目GDPシ ェアは戦前 には15-20%程 度を占めていたが、大戦直後一時的

に35%も の大 きなシェアを示 して いる4。 経済復興に伴 って1950年 には戦前 レベルの20%強 まで急速に

低下 し、敗戦後5年 で ほぼ戦前の産業構造を取 り戻している。高度成長期の開始時 （18%程 度）か らオイ

ルショック時 （5%程 度）までほぼ一律 に第1次 産業比率は低下 し、その急速な経済成長 の達成 に伴って産

業構造を大きく変化 させて いる。1980年 代に入ってか らも緩やかにその シェアは減少 し、現在では2%を

切る水準 まで小さな ものになっている。アジア諸国の1990年 時点にお ける同比率は、最大の シェアを持

つ中国全体で27%程 度 と、我が国の戦後の復興期 と同程度 のレベルにある。 フィリピンとイン ドネシアが

20%程 度、そ してマ レーシア、タイ、韓国、台湾がそれに続き、米国 （1.5%程度）とシンガポール （0.3%程

 3日 本 の資料は、1970年 以降 は経済企画庁r国 民経済計算年報 （平成11年 版）』、1955-69年 は同 「長期遡及主要系列 国民経

済計算報告 一平成2年 基準 一』による経済活動別国内総生産である。またそれ以前 の系列は 「国民所得統計』 による国民所得の系

列を1955年 をベンチ として接続 した （なお、終戦年の値は得 られないので空白）。環太平洋諸国について1990年 時点の値は、ア

ジア研究所 「Asian International Input-Output Table 1990」 （21と、 ADB「K：ey Indicators of Developing Asian and Pacific

Countries」 【1】による値 の比較検討によって適用した.な お、諸外国の資料の都合か ら農業部門に限 らず第1次 産業全体 について示

しているが、ほぼ農業部門 として介す ることができよう。

 4一 橋大学経済研究所 「長期経済統計』 によれ ば、20世 紀初頭に同比率は40%弱 であ り、1920年 でも30%強 を占めている。そ
の意味で、大戦直後我が国の産業構造は1910-20年 代 のレベル にまで一時的に後退 している ことがわかる。後の図2に よる農業部

門労働力人口の推移 と関連 して、大川 ・小浜[4]で は、大戦の経験から日本経済が いわゆる転換点 （turning point） を2度 通過 した

と考えている （1919年 頃 と1960年 頃）。
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度）が現在の 日本のシェア （1.8%程 度、なお農業部門のみでは1.4%弱 ） を下回って いる。1990年 レベル

で中国における地域別の同比率 をみると、本モデルでの地域分類によれば沿海部 （0。）25%（ うち農業部門

は81%を 占める）、東北部 （Cn）26%（ 同89%） 、西部 （cw）33%（ 同93%） と、一人当た りGDPの 低 い西

部が最大であるが、最 も進 んでいる沿海部において も諸外国 との比較にお いては依然 として高 い状態 にあ

ると言えよう。また現在 の中国をみると、中国全体で1990年 レベルのフィリピンとイン ドネシア （20%程

度）と同 じグループに位置す る。

Share of Total Employment by Agriculture，Forestry and Fishery

1949 56 61

}-

』
t一=一Malaysia

一 一

』 一 冖
』
←『

一

一 一 一 一 『

66

t一一一一Korea

71 76

← 一一Taiwan

…一 一 ..一一一「

    1

一
-

凸

・
R

》
86 91     96

U.S.

Sing
apore

図2： 日本の第1次 産業就業者 シェアとアジア諸国1990年 レベルの比較

 一方、同様な比較 を第1次 産業就業者比率 によってみた ものが、図2で ある。図では我が国の1949年 か

ら1997年 までの第1次 産業就業者比率 と、アジア諸国の1990年 時点における同比率を示 している5。 タ

イ64%、 イン ドネシア56%が もっとも高いが、両国ともに14歳 以下の就業者 を含んでいることか ら、中

国53%、 フィリピン45%と ほぼ同じグルー プに属 し、我が国の戦後復興期 と同程度に第1次 産業就業者が

多い。図1と 合わせるとこのグループでは、農業部門に多 くの潜在失業者がお り、経済発展論的には農業

部門か ら工業部門ヘ ヤ》わゆる無制限労働供給 （Unlimitted Labor Supply） を提供する母体 を有 していると

考 えることができるであろう。マ レー シアに関 して は26%と 中間的な位置にあるが、1980年 の35%程 度

か ら1997年 の17%ま で急速に第1次 就業人 ロシェアが低下 している。タイ、中国、フィリピンが1997年

レベルで も未だほぼ50%程 度 （イン ドネシアは41%） であることか ら比較すれば、マレーシアはむしろ韓

国18%（1990年 ）、台湾13%（1990年 ）と同 じグループ （日本では1980年 のレベル）に位置づけることが妥

当であろう。韓国の時系列的な同シェアの推移 をみると、1975年 の46%か ら1997年 の11%ま で 日本よ り

 5我 が 国 の資料 は1955年 か ら1995年 まで5年 お きに 「国勢鯛 査 」 によ ってお り、そ れ をペ ンチ に毎 年 の 「労働 力 調査 」 によ って

補間推 計 した もので ある。 台湾 を除 く諸外 国 につ いて はILO「Yearbook of labour Statistics） 、お よび 台湾 につ いて はADB「Key

Indicators of Developing Asian and Pacific Countries亅 に よっ て い る。な お 、 図2で は 若干 の産 業 分 類 上 の不 突合 と就 業者 とす

る範 囲な ど相 違 が残 され て い る。例 え ば 、タイ は13歳 以 上 、イ ン ドネ シア は10歳 以上 をカ ウ ン トしてお り、就 業者 母集 団 に軍人 を

含 む か等 の 相違 が あ る。
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も急速に低下 してお り、経済成長 に伴 って産業間で労働力の資源配分がよ りスムーズにお こなわれた こと

を示している。台湾 も1980年 の20%弱 程度から1997年 の10%弱 まで 日本 とほぼ同様 な速度 によって労働

力の産業配分がお こなわれている。シンガポールではその特異な産業構造 によって0 .3%程 度 と若干でしか

ないが、米国でも1980年 代よ りほぼ3%程 度 （現在では未満）と我が国の1997年 レベル6%弱 を下回って

いる。

 以上、第一次産業部門 （農業部門）を中心に本モデルでの対象諸国の経済発展論的な位置づけを探って
きた。フィリピンの都市部におけるスラム化などを考慮すれば、厳密には第1次 産業就業者数のシェアの

大きさのみが無制限労働供給の母体では無い。しかし上記のような比較によって、ほぼグルーピングが可

能である。本モデルで対象とする10ヶ 国の中でタイ、中国、フィリピン、インドネシアの4ヶ 国が、現在

でも経済発展論的な意味でいわゆる転換点 （turning point） を未だ通過しておらず、農業部門が工業部門

の賃金水準決定に大きな制約を課 していると言える。同時にその農業部門からの安価で大量な未熟練労働

者の労働供給は、当該国の労働集約的産業における国際競争力を支える源泉である。モデルでは転換点を

通過する前の経済構造、および工業化の進展による製造業部門における労働需要の増加が過剰労働力の枯

渇させ、転換点を通過する姿を定式化する必要がある。

 まず、はじめに生産関数を与えることから上記のような記述へと接近することにしよう。各国の農業部
門 （la）、製造業部門 （lm）、サー ビス部門 （1。） と大きくグルーピングをし （表2参 照）、農業部門とサー

ビス部門の生産関数につ いては、Cobb-Douglas型 によ り次のよ うに定式化する。

           XRj一 αRゴ（LRゴんRゴ）bRゴ鰐 ゴ魂 ゴ （R∈R。 ，ゴ∈1。） ・  （20）

           XRゴ ー αRゴ（LRゴh*Rゴ）bRゴ礎 ・σ艶 （R∈R、 ，ブ∈・。）   （21）

ここで農業部門生産関数におけるARはR国 における農用地面積である。外生的に与えられる各国農地面積 と

期首において固定されている資本投入量を所与 として、農業部門の生産量はマ ンアワーベース （五RゴんRゴ
，ゴ∈

Ia） での労働投入量によって供給調整が為され ることになる。一方サー ビス部門は、期首資本量を所与 と

し、想定される労働時間 （h*Rゴゴ∈1・）が与 え られたもとで、マ ンベースの労働投入量によって短期 的な

供給調整がお こなわれる。輸送部門については特に公的部門によって形成 される道路や港湾等社会資本賦

存量GRに よって、その限界生産力が制約 されていることを示 している （輸送部門以外のサー ビス業では 、

（21）式においてパラメターdRゴ がゼ ロとなる）。製造業部門については、同様 に期首の資本ス トックレベル

所与の下で、次 のようにSFS（Semi-Factor Substitution） 生産関数の拡張 によって記述する。

              五Rゴ=aLRゴLK6R；Rj，              （22）

              QRj-aQ KbR；Rj Rj，       （23）

              XRゴ=QRjhRゴ （R∈R・，ゴ∈lm）      （24）

SFS生 産関数では、必要労働需要者数LRゴは （22）式に示すように、期首の資本ス トックに対する配置人員

として短期的に規定されている。一方 （23）式のように、期首の資本設備はその設計段階で想定される標準

稼働時間 Rjの もとで、単位時間当た りの設備能力量QRjを 持つ。 QRjは 資本設備の利用 において技術的

に最も効率の良い標準稼働時間で評価した （時間当たり）設備能力量を表わすから、実際の稼働時間 （実

稼働時間）hRaの 変化に対しては資本設備の効率性の減少を考慮しなければならない。標準稼働時間からの

乖離による資本設備の効率性減少を織 り込んだ稼働時間を、「有効稼働時間」冗Rゴと定義することにする。

よって生産量は、（Rjの想定のもとで評価 した）単位時間当たり設備能力量QRjと 有効稼働時間冗Rゴとの

積によって （24）式のように決定される6。 有効稼働時間は、ある資本設備に対 して技術的に規定される標

準稼働時間と実稼働時間が乖離 した場合の効率性における技術的ロスを考慮したものであり、それを標準

6従 来・辻村 ○黜 【8】濕 田 ●野村 【6】等のモデルで扱っていたSFS生 齲 数}ま・（24）式において標準黼 黼 帳
ゴと実稼嚇
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図3： 有効稼働時間関数

稼働時間 Rjと 実稼働時間 んRゴとの関数によって次のよ うに定式化す ることにする。

            hRゴ=_一_  aRj Rj __._一 ，
ー） 

錫
歯
ん
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一
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           、㌍..=ψ 騨 ん甃ゴ   （R∈R.d，ゴ∈lm）   （25）

（25）式は、期首に固定された資本設備のもとで、実稼働時間の増加は上限として技術的制約により最大稼働

時醜 騰 （ψ理 〉・）を持ち・ノ1ラメターαRゴは羅 了という関係を持つ・また実醐 黼 んRゴが騨

稼働時間Rjに 等しいとき有効稼働時間も標準稼働時間に一致する。ここで実労働時間と（25）式によって示

した有効労働時間との差を設備能力における技術的 （時間）ロスΦRゴとすれば、その実稼働時間によって微分

した微係数はんRゴ噸 ゴのとき最小の{直・をとる・実稼働時間が騨 醐 時間より短い （んR〆 卿 とき
、

鬱軅 翻 設翻1瀦繍認黷謬瞥1毳夛?蟇鰯樹驫纛鞍協習駕
長い （hR7>h*Rゴ ）とき、技術 的ロスΦRゴは必ず正の値をとり、実稼働時間の増加 に伴 って技術的 ロスも拡

大する （んRゴが鰕 大 に近づ くときΦRゴも無限大 （一 んRゴ）になる）・一例 としてψ躍 ・を ・.2、Rjを2…

時間 （よって技術的最大稼働時間は2400時 間） として、（25）式 による有効稼働時間関数 を例示 した もの

が図3で ある。

間んRゴの関係として、

                  XRゴ=QRjh'Rj（hRjhRj）αRゴ
によって記述 していた （ただし0≦ αRゴ≦1）。 この定式化によれば実労働時間による二階の微係数は負 とな り、実労働時間の増加によ

ってその限界生産力は常に低減する （実労働時間が短 いほど限界生産力は高い） という問題点を含 んでいる
。よって本稿ではこれを拡張 し

、標準稼働時間との対応で定義 されるように拡張することを試みている。

 7実 稼働時間がhaRゴの とき、その技術的ロス率は、

              [aR9〈aRj-2）一2（aRj-1aRj（aRj-1））}唾 刈 篶
によ って示 され る。
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 図3に みるように有効稼働時間関数は・実稼動時間hR.7が 標準稼働時間 Rj（2000時 間）のとき45度 線
（んRゴ=んRゴ）と接 し、技術的ロスΦRゴが0と なる。同様 に実稼働時間がaRj（927時 間）のとき傾きが1に

な り、 この とき技術的 ロスは （hRゴ<h*Rゴの範囲において）最大値527時 間 とな り、実稼働時間の57%が

技術的臆 味での・スとして評価される・また図のんい 一[αR厂ln（αR广 ・）巉 ・）は追加的な醐 時

間に対 して限界的に最大の有効性を持ち （傾きは1.8）、この例では1464時 間である。ん%は 限界的 に最大

値をとるが、ん%<ん 。ゴ<h*Rゴ の範囲においてその傾 きは1を 超えているので、1時 間の稼働時間の延長が

（稼働時間に関する）技術的効率性を反映して1時 間以上の有効性をもたらすことになる。よって企業はそ

の資本設備の利用において、ん。ゴ  Rjとなる水準まで稼働時間を高めることがもっとも技術的効率性を高

める （ロスを少な くする） ことができる。hTゴ>Rjの 範囲では技術的効率性が低減 し、稼働時間が3000

時間を超えてもほとん ど追加的に有効稼働時間を高めることができず に、hRゴ=ψ 彫xん為 （2400時 間）が

（資本設備所与のもとで）供給調整可能な上限 を規定 している。技術的な意味で最適な稼働時間は標準稼働

時間であるけれども、財市場 における需給バ ランスによって実稼働時間はRjか ら乖離 して限 られた範囲

の中で供給調整 をお こな うことになる。

 以上のような産業別生産関数をもとにDual Economyの 特性 を描 くことに しよ う。総労働供給者数は 、

外生的に与え られる総人口か ら経済活動人 口 （Economically Active Population） として次のようにする。

                  LRｰNRwR（R E Rd）        （26）

wLRはR国 における経済活動人口への変換パラメターであり、各国の就業者に関する制度的および慣習的要

素を反映して観察資料から求められるものである。本モデルでは労働供給行動は明示的に扱わず、総労働

需要と（26）式による総労働供給が一致するように短期的な産業間労働配分がおこなわれるものとする （製

造業部門は （24）式に示した拡張SFS型 生産関数によって、期首の資本設備に依存して配置する労働者数

は先決内生変数である）。農業部門の労働者数は、経済活動人口のからその他すべての産業部門による労働

需要を除いた人数として、

              砺 一五R一 Σ 五Rゴ'（RER.d，jEIB）     （27）
                    ゴ'∈1'a

によって定義 しておこう。 ここで1'8は表2で の定義の とお り農業以外の産業部門 （ImUI。 ）である。（21）

式の農業部門生産関数において、man-hourベ ースでの労働限界生産 力は、

      灰撫3尸Rゴ δRゴ魂 ・（LR，hRゴ）b・广1K罵 ・一踰 （R∈R・ ，ゴ∈la） （28）

と表わされるか ら、農業部 門の費用定義式 （19）式に （15）式および （16）式 を代入 して、price takerと して

農産物価格が与 えられた もとでの利潤極大行動 より次のような供給関数 を導 くことができる。

ー
 

 

”33

.轟J

I

R
γ十1

d
Rα）

 

.搏J

I
R

ア十1（ 

一
1

=
，
?
u       PRi'ddRi'ゴ+Σ ΣPR'RiaR'Rij

    i'∈C'       2∈CR'∈Rも

+恥 黙 〆]（R∈ 一 ） （29）

ここで、C，は ゴ産業 の自部 門2産 品 を除 く全商品であ り.2∈Cか つ2≠ ブとして記述 している。（29）式

か ら農業部門における時間当た り賃金率 について解 くと、

LP
Rj

[
1一 （1+γ 孟ゴ）QdR

   1+TIRゴ

ガ鴫 一（

わRゴ（αRゴK駕ゴ魂 ゴ）b

PLORj

'PRi'aRi'j
i'EC' +毳 贔 恥 殉]

 
a

I∈.4恥政（

d
厂

ゴ
 R

雫

砺

 
X （30）
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となる。農業部門における時間当た り賃金率は、後 に描 くように全ての財 ・サー・ビス市場の需給均衡 によっ

て均衡数量および均衡価格 と同時決定されることになる。一方 、農業部 門就業者数 は （27）式 によって （同

時的に）決定 され るか ら、均衡数量と就業者数の決定が農業部門生産関数 （21）式か ら当該部門において必

要な実労働時間 んRゴを決定する。 この実労働時間hR7と （30）式によって表わされる農業部門時間当た り賃

金率 （および調整係数PLORj） の積によって、事後的に一一人当た り賃金が求 められ る。農業部門の一人 当た

り賃金 をあ らためてWRa（ ゴ∈Ia） と記述することにしよ う （WRY=んRゴ 瓏 ゴ瓏g） 。残余 として定義 され

る農業就業者は、Dual Economyの 状態において潜在的失業 を含 んだ極めて大 きな就業 シェアを有す るか

ら、全ての市場均衡 の結果解かれる農業部門の一人当た り賃金WRYは 、他の産業部門に比 して小さな もの

になっていると考え られる。他方実労働時間 んRゴは、農業部門の一人当た り賃金率が低水準 にあ り、農業部

門に過剰労働力を有 している経済 においても、必ず しも他産業 と比して短 いものではない。この ことは農

業部門において就業者数が過小である ことを示すものではな く、む しろ農産物の過剰供給 と価格低下、お

よびそれによって もた らされる賃金率低下によって最低生存水準維持のためによ り労働時間を増加せざる

を得ない状態であると言える。一種のMulthusian Trapの 状態である。よってDual Economyか らの転換

点を示す指標 としては、時間当た り賃金率ではな く、一人当た り賃金の産業間比較 が有効であろう。そ こ

で、製造業部門における産業別一人当た り賃金の最小値 をujminR として、次のよ うに与えることにしよ う。

             WR'n=minjElm（LRゴんRゴPL PLORj Rj    LRゴ ） （RERd）  （31）
一一人当たり賃金について農業部門と製造業部門との比較から

、両部門の賃金上昇を結び付ける賃金格差方

程式を次のように定義しよう。

_PRj（t）_

PRj（t -i）i{1 PRj（t）一一 一
R7（t-1）

.7Ela：otherwise<minl”JRWR（t-1） （R∈R，d，jEla） （32）

Dual Economyの 状態 において潜在的失業者 をその内部に抱える状態の ときには、農業部門の一人当た り

賃金は製造業部門において最低賃金となる産業 に比 して小さい レベル にある。その場合 には、他産業 にお

いて追加的な労働需要を要する際にも、無制限労働供給の母体 としての農業部門か ら安価な労働力の確保

が可能であるか ら、他産業にお ける賃金上昇は発生せずに一定の値 をとった ままである。よって他産業に

お ける生産物価格が労働 コス トによって上昇することはなく、特に労働集約的な産業 において競争力を維

持することができる。その際、農業部門就業者に とってはその他産業部門への労働移動 によって一人当た

り賃金の上昇が可能になるか ら、農業部門から他産業へ労働移動が進行するイ ンセ ンティブを有 している。

一方で、安価な労働 力を背景 とす る近代部門としての製造業部門における生産拡大が、当該部門における

資本蓄積を促 し （（23）式）、その資本蓄積 に規定されて （22）式に従 って労働需要の拡大 （農業部門か らの

労働移動）が為 されることになる。そのことはresidualと しての農業部門就業者を初期保有状態から徐々

に減少させ、農業部門の一人当た り賃金および時間当た り賃金率を上昇させることになる。 もし農業部門

の一人当た り賃金が最小製造業賃金jijminR と同等程度にまで上昇 した ときに、もはや農業部門か ら安価な

賃金の労働移動 は困難 とな り、はじめて農業以外の産業において賃金上昇圧 力が加わる。 このときがDual

Economyの 解消される転換点 （turning point） であ り、はじめて全産業の時間当た り賃金率は農業部門の

それ と同率で上昇す る。言い換 えると、全ての産業で賃金率 についての産業間格差率は依然 として保たれ

なが らも、賃金率の上昇率 は同一であ り、総労働供給 と総労働需要が等 しくなるように賃金率が決定され

ることになる。以上の連続的なプロセスを （32）式 によって示 している。（32）式ではDual Economyか らの

転換点となる一人当た り最小製造業賃金jiJminR にωRと い う格差パ ラメターが導入 されて いる。本来比較 さ

れるべきは、農業部門の一人当た り賃金に対する他産業の最小製造業賃金ではな く、ある産業内に持つ学

歴別 ・年齢別 ・性別属性 を持った就業構造の うち最低賃金 となる未熟練労働者 のレベルであろう。モデル

では産業毎に固有の就業構造は所与 として平均賃金のみ考慮 していることか ら、ωR（<1） とい う格差パ
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ラメターによってこの調整係数の役割を担っている。観察資料との対応では、1960年 頃の 日本の賃金構造

の分析 を通 じて経験的にこの値を想定 し、諸外国に適用す ることになる。

 では次に、他産業の供給曲線を導くことにしよう。サービス部門においては想定労働時間が期首に与え
られているものとし、サービス市場における需給均衡を反映して労働者数が短期的に調整される。（29）式
に示した農業部門の供給関数とほぼ同様に、サービス部門の供給関数は利潤極大行動により次のように導

くことができる。

      礦广1一 て1+TRH1+TRH）噺[混 嘸 恥+ PR'RiaR'RijiECR'ER；N

                +卿 讌 ；〆]（R∈ 一 ） （33）
サー ビス部門の時間当た り賃金率は （32）式に示 したように農業部門の一人当た り賃金 とその他産業の平均

賃金 との比較 によって外生的に与え られるか ら・（33）式 におけるサー ビス部門の供給関数は生産価格dP
Rj

と生産量XRjと の関係式のみを示 している。市場均衡 によって均衡数量が決定されると、サー ビス部門生

産関数 （21）式により、必要労働者数が同時的に求め られ、製造業部門 における労働需要者数が短期的に所

与であることか ら、（27）式においてresidualと しての農業部門労働者数 を決定する ことになる。

 製造業部門については、（24）式 に （23）式および （25）式 を代入 して実労働時間について解 くと、

       んRゴー[・一議}㎞ （aRj Rj一 （αRゴー1）XRゴ       XRj）]ん瓷ゴ （R∈R・ ，ゴ∈・m） （34）

さ求められる。ここで Rjは標準稼働時間 Rjの もとでの生産量であり、拡張SFS生 産関数 （24）式に
hRゴ  Rjを代入して定義されている （資本設備の固定した期首において所与である）。製造業部門の実労

働時間を生産量によって微分する と、次のように求められる。

         舞 奪 調 ≧1砺 （R∈R・・ゴ∈・m） （35）
よって製造業部門における供給関数は以下のようになる。

PRj=

1一て書 驫 ∬隱 噛 距ゴ+ PR'RiaR'RijiECR'ER；，，，

     +薩 螺 罰 為 癬]（ 一 ∈・m）
（36）

（36）式は製造業部門の価格と数量のみの関係を示 し、市場均衡 による均衡数量の決定が （34）式 によって実

稼働時間 （実労働時間）を同時的に決定することになる・以上の （29）式、（33）式および （36）式 によって表

わされた国別産業別供給関数は産業数n（1）×内生国数n（Rd） 本であ り、生産量が与え られた もとで解か

れる内生変数は商品数n（C） ×内生国数n（Rd） および農業部門の時間当た り賃金率の国数 π（Rd）である。

ここで次のような各国において貨幣市場の均衡式 を与えることに しよう。

                MRVR= dPRiXRi（R∈R.d）      （37）
                    t∈C

ここで.MRはR国 にお ける各国通貨単位によるマネーサプライ、 vRは 流通速度であ り、ともに外生的に与

えられ る8。 この内生国数n（Rd） 本の貨幣数量方程式 を加えて、国別産業別国内生産価格 と各国の農業部

8な お中国については仮想的ながら、地域別}ヒ慂定している。
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門賃金率 を同時決定する図式 を示す ことカミできる・先に示 したDual E・・n・myか らの転換点を与える （32）

式を、次のよ うに再記することにしよう。

    PRj一 翫罐 言1㌶（PRj）9Ela

    …{1                 ，if （WRY（t-i（勢 ） ，otherwise）嵐 嚥 （R∈一 ・a） （32ア

（32）ノ式 におけるuRは 一種のダミー変数で.あり、（32）式 と同様の記述 になって いる （ただ しt期 については

明 らかなので省略 して いる）。以上を前提 にして、次のような変数 を定義する （以下、簡単化 のため農業部

門の時間当た り賃金率 （LPRj）
ゴ.、aをpLR、として記述する）・

d蓋ゴ

2d
R'Rij

礦ゴ

4隻ゴ

一 一躍 鵜 （R∈R・，ゴ∈・）

=diRゴeR

eR，（・+MTRi） （1+柵 ） （R∈R・ ，ブ ∈ ・）

一 一d聾ゴΣ Σ
，珊R、 α臨 ゴ （R∈R、 ，ゴ∈1）

    iECR'ERX

d蓋ゴ薦砿爵畿 職 炉
）嚇x静

d1Rゴ薦 爵1離 蜷 畿誉 纔 ）
XR.9

diRゴ薦嘘 瓢 鷲 論x諮 ゴ

（RER.a，jEla）

（RERd，jEln， ）

（R∈R，d， ゴ ∈1。 ）

（38）

（39）

（40）

（41）

（40）式のd澎 は各内生国の供給曲線 におけるコス ト構造の うち、外生国Rxか らの生産量1単 位当た りの

輸入 コス トを示 してお り、内生国か ら単位輸入 コス トは （1）式 によって各輸入相手国の国内生産価格で示

すために （39）式のd2R，Rjによって単位当た り関税および国際運賃 ・保険料を定義 して いる （また各国通貨

単位の相違による調整を含んでいる）。（38）式か ら（41）式のように定義す ると、全ての産業の供給曲線は

統一的に、次のように再記することができる。

        d3Rゴ ・一  dPRj+Σ 1 ddRjaRi' djPRi'

             +Σ Σd2R'R、 ゴα臨 ゴPdR'i+d4 PLRj R1（R∈R、 ，ゴ∈1）   （42）

              iECR'ERa

（42）式 と （37）式 を連立 して行列表記すると、各種 内生価格変数に対 して次のように解かれる。

                    P一 （AP）}1Ψ       （43）

ここでPお よびΨは （n（C）+1）×n（Rd） 列ベク トル・Apは （n（C）+1）×n（R .d）行 ・（n（C）+1）×n（Rd）

列のマ トリックスを示 している。各列ベク トル とマ トリックスは次のよ うに定義 されている。なおAplな

どは （n（C）+1）行 ・（n（C）+1）×n（Rd） 列のマ トリックスであ り （Tは転置行列 を示す）、各国のそれが
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以上によって各産業における生産関数と短期供給曲線を展開してきた。各商品の需要量X恥 が与えられた

とき、全内生国の全産業間での貿易構造を含めた相互依存を通じて、同時的に各国各商品の国内供給価格

dP
Riが決定される。本モデルでは技術係数としての実質投入係数 α期 と産業別資本ス トックレベルが期首

において所与であり、また投入係数の国産 ・輸入国別の配分 （（15）式および （16）式）に関しては前期 （t-1

期）の均衡価格をもとにt期 期首においては決定されているものとする。では次に最終需要構成を決定す

る図式を提示することにしよう。
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5 最終財需要と生産波及

 以下では各最終需要項目の決定について定式化し、各国の国内最終需要が貿易構造を通じて各内生国の

生産を誘発するプロセスを示すことにする。

5.1 投 資財 需 要

 はじめに投資財需要を求めるために、全ての産業において来期の必要資本ストック量を決定することに
しよう。農業部門においては、第4節 で示したように今期 （t期）期首の資本賦存量と農用地面積のもと

で労働投入量 （マンアワー）によって供給調整が為される。農業部門は、今期 （t期）の市場需給均衡に

おいて決定される就業者数と労働時間をもとに、来期においても同量の労働投入が為されることを想定し

て、利潤極大行動により来期 （t+1期 ）の必要資本量レベルを決定するとしよう。また全生産主体にとっ

て来期の価格に関する想定として、全ての商品価格および生産要素価格が今期に決定する市場価格である

と仮定する。そのとき、次のように来期 の資本投入量 レベル Rjを 求める ことがで きる。

κ為一豐 鬘1靴 譲 糠 纛 黯 撫 締 （R∈Rd，jEla）

                                             （45）
（45）式における投入係数 （国内財および輸入財）は来期の計画値を示しており、第3節 の （15）式および （16）

式によって国産比率や輸入先国が決定される。農業部門の生産関数が （21）式に示したようにCobb-Douglas

型によって記述されているので、経済発展に伴いresidualと しての農業部門の労働者数が徐々に減少する

とき、国内において同等量の農産物生産を保つためには農業部門自体における資本蓄積も要請される。こ
のことが一国内の資本不足を助長することになる。またサービス部門については、今期に想定された労働

時間Rjの もとでマンベースの労働投入量によって供給調整が為されることから、農業部門と同様に今期

必要な労働投入量のレベルを所与として利潤極大化により、

耐 墅 弩 謙 瓣 蹄 聖髄 艇r（RER.d，jEle）
                                             （46）
によって来期の必要資本量を決定する。一方、製造業部門については、来期の想定生産量について次のよ

うな定式化をおこなうことにしよう。

           XR9一 α濤… 準 （んRゴh*Rゴ）7Rj（RERd，j∈ ・m） （47）

（47）式は製造業部門において各産業が来期に想定する生産量であり、今期の実質GDPの レベルと産業別

の稼働率格差によって決定される。今期において市場均衡から決定される実稼働時間が標準稼働時間を上

回るとき、生産主体は来期においてはより多くの生産量を想定することになる （パラメター'yRは 正）。こ

の想定生産量と技術的ロスの無い標準稼働時間を想定して、来期の必要資本ス トック量は生産関数 （23）式

および （24）式より次のように求められる。

             K混ゴー（ X*aQRゴh*Rゴ）Rj（RERd，j∈ ・m） （48）

以上のように、今期の市場需給均衡における供給調整プロセスの結果から、全産業が来期の技術選択とし

て必要な資本投入量を決定するものとする・（45）式、（46）式および （48）式により、今期における必要投資
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量IRjは ・

             IRゴーK義 ブ （1一δRゴ）κRゴ （R∈R・ ，ゴ∈1）     （49）

とラグを考慮せず に俥定する。 ここでaRjは 外生的 に与え られ る産業別償却率であ り、 IRゴは粗概念によっ

て定義されて いる。産業別純投資量はIRj一 δRゴKRゴとなる。商品別投資財需要 としては、産業別商品別実

質投資シェア （固定資本マ トリックスにおける産業別資本財配分係数）を外生 として9 、

               IR・一Σ 噛1Rゴ （R∈R・，2∈C）      一 （50）
                  ゴ∈1

によってその実質量 （輸入財 を含 む）が決定される。なお、シミュレー ションとして技術移転 をお こな う

ケースについては、来期の投入係数行列、資本量が外生的に与え られ、上記のように内生的に投資量 の決

定はお こなわない。

5.2 消 費財 需 要

 ver1.0と な る基本モデルでは、消費財需要につ いては次のように簡単化 して扱 う。各国においてマ クロ
の貯蓄率SRを 外生的に与え、家計 にお ける名 目可処分所得YR（ 後に （68）式 によって定義される） に対 し

て名 目家計消費は次のように決定するものとする。

                 CR=（1-SR）YR （R E Rd）

消費財への配分について は消費財配分係数 を CwRiとし、

                CRi=wRiCR（R E R，d，iEC）

によって名 目家計消費ベク トル （輸入財 を含む）へ と配分することにする。

（51）

（52）

5.3 そ の他 最終 需要 と生 産 誘発

 資本形成および家計消費以外の最終需要項目について定式化することにしよう。各国における名目在庫
品増加の合計ZRを 外生的に与え、商品別にはベースとなる国際産業連関表から得られる商品別配分係数

 ZwRiによって、

               ZR・一Σ ω髭、ZR（R∈Rd，Z∈C）       （53）
                  ゴ∈1

と商品別名 目在庫投資を求める。政府消費支出CGRお よび公的総固定資本形成IcR（ うち道路 ・港湾等交通

関連社会資本 をIGTR） を名 目値で外生的に与え、（53）式 と同様 な配分係数の もとで商品別に以下のよ うに

分割する。

               GC'Ri-  cc cwRi cR（R∈R・ ，2∈C）       （54）

              IRi- IG GwRi lR（R∈R・ ，2∈C）     （55）
                   ゴ∈1

脚注2で 述べたように、本モデルでは輸入比率は対中間需要 と対最終需要 （消費、投資等）で異なる。各最

終需要向けの実質国産比率 を～家計消費については d（CwRz）、投資 d（VwRi）、その他最終需要 d（FwRi）として、反

 9全 ての内生国Rdに ついて固定資本マ トリクスは得 られな いので、基準年において日本の固定資本マ トリックスを用 いて産業集計量が国際産業連関表
の固定資本形成ベク トル と一致するよ うに調整したマ トリックスを用いることにす る。また産業別償却率は 日

本の資料か ら計測 （[5]を参照のこと） した産業別資産別償却率を集計 して、諸外国の各産業 に適用する。
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復を避けるため特に示さないが （10）式 と同様な定式化によって求める。また輸入相手国別の実質比率も同

様に、家計消費 m（C）wR'Ri、投資 m（VwR'Ri）、その他最終需要 m（F）wR'Riとして （13）式 と同 じ定式化 をお こなう。よっ

て輸入価格 についてはそれぞれPRi（o）、 mPRi（V）、 mPRi（F）と相違があ り （（12）式 と同様 に定義 される）、 ま

た複合財価格 につ いてもそれぞれ 瑶 ～C）、PRiv）、 P（F）と （8）式 と同様に各最終需要項 目別に定義される。

また中間財および最終需要財を集計した全体の輸入価格と複合財価格についても事後的な各需要項目別輸

入量をもとに定義式である （11）式 と同様に定義し、総平均輸入価格 mRiを定義する。

 各国の輸出量は対内生国においては相手国からの輸入需要によって決定されるが、内生国を除くRoW

への輸出については次のような輸出関数を想定しよう。

         E瑠w一 畷 （PRimPRi）bRx（IMt't'PGDE）EXCRi（R∈R.d，2∈C） （56）

ここで ■MWは 名 目世界貿易量であ り外生的に与え られ、 PGDEは 各内生国のGDEデ フレーターである

（後に （74）式 によって定義 される）。この （56）式によって示 されるR国Z商 品のRoWへ の輸出 と各内生

R'国 への最終需要向けの輸出を加算 したものを、EXFDRiと 記す ことにする。以上よ り、 EXFDRiは 次のよ う

に示 され る。

   EXFDRi-R'ERa（+m（VwRR'i） （1-wRV） ）婦 ω辮 （・d（C-2UR，i））

          +m（F）wRR'i（d（F1-wR'i））墾 ナ畿1+IR'i）+EXRowRi

各国の （内生国への中間投入向けの輸出を除 く）実質最終需要ベク トルfRiは 、

    fRi-d（VwRi）婦 ω聯 ∫+d（FwRi）博 禽±IRi+E瑠

CRSZ

瑶 ～cZ）

（RERd，iEC） （57）

（RERd，iEC） （58）

と表わされ るか ら、.Rに おける国内生産量の産 出バランス （国際産業連関表 における横バランス） を次の

ように示す ことができる。

        X舮 Σ 噛XRゴ+Σ maRR'、ゴXR'ゴ+fRi（R∈R・ ，2∈C）  （59）
           jEI         R'ERa jEI

こ こ で 、

X =

XI，1

×1，2

XI
，50

XM
，i

Xルf，2
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，50

XCw 
r l

XG'wr2

×0脚
，50

，F=

，fr，i

/1，2

fl，50
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/M，2

/M，50

ノσw，1
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fC， ，，，50

AX一

婦
嶬
婦
堵
岼
囁
鱶
酵
崎
嶬
砥
曦

， （so）
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Xお よびFはn（C） ×n（Rd） 列ベク トル、 Axはn（C） ×n（Rd） 行 ・n（C）×n（Rd） 列のマ トリックス

として定義 されている。なおAXIはn（C） 行 ・η（C）×n（Rd） 列のマ トリックスであ り （Tは転置行列 を示

す）、各国のそれが全体のマ トリックスAXを 構成している。 このように定義すると、（59）式を行列表記 し

てある内生国の最終需要が各国の生産誘発をもた らす波及プロセスを、次のようにして解 くことができる。

                  X=（1-AX） 一1 F       （61）

ここで1は 対角要素が1、 非対角要素が0の 単位行列 を示 している。

6 貯 蓄 投 資 バ ラ ン ス

 産業別雇用者所得および資本所得は、粗付加価値を示 した （17）式より明らかなように、

             LCR；=LRゴ んRゴ輪 ・PLORj（R∈R・ ，ゴ∈1）     （62）

             KCR； 一 κRゴ鴫 鴫 ρ （R∈R.d，ゴ∈1）      （63）

として定義 され、各国の労働所得税率、資本所得税率、財産所得税率をそれぞれTLR、 T KR、TPR（ すべて実

効税率）とすると、税引き後の労働所得および資本所得は次 のよ うに定義 され る。

         '     _
        LORゴ ー （1-TLR）LRゴ んR鵡 ・瑠 （R∈R・ ，ゴ∈1）

        KCRゴ ー （1-TKR） KKRjPRA・KO P INVPRA-TR PRA KRj（R∈R。 ，ゴ∈1）

ここで資本サー ビス価格 鴫 お よび資本財取得価格PINVRjは それぞれ、

       KPRj一鳶 （（1一煮噛 羅 一型堀i鞠 聯 コ
           +TPPINV RERd，jEIR Rj（t-1）

     PINVRj- Vc（VwRijPRj）（R∈R・ ，ゴ∈1）
           iEC

（64）

（65）

（66）

（67）

である・ ここでrRは 内生的に解かれ るR国 の利子率であり・ vwRijは（50）式 と同様に・産業別の資本財配

分係数 （実質シェア）を示している。資本所得も一国集計レベルでは家計部門に帰属するので、R国 にお
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ける家計部門の可処分所得YRは 、

        YR一 Σ （LCRゴ+KO鳬 ゴ）一 ΣTRERR'一TRERc（R∈R・ ）   （68）
           ゴ∈I           R'∈Rも

R国 からR”国への純経常移転TRERR'、 および家計部門から政府部門への純経常移転TRERc（ 各種税制

および補助金を除き、社会保障給付マイナス負担等含む）を外生として定義される。家計部門の貯蓄額SP
R

および家計部門の貯蓄投資差額△rsRは 、 R国 からR'国 への純資本移転TRCRR'お よび家計部門から政府

部門への純資本移転TRCRGを 外生として次のように定義される。

       SR=SRYR（R E Rd）           （69）

      △ISR-8君 一Σ 畷v1Rゴ ーZR一 ΣTEO朋 ・一TRCRc（R∈R。 ） （7・）
              jEI           R'ERW，

R国 の実質輸出金額は、

           EXRi=Σ ΣXRR'Zゴ+EXFDRi （R∈R.d，2∈C）   （71）
               R'∈R{ユゴ∈1

によって求められ るか ら、実質GDE、 名 目GDEお よびGDEデ フレーターは以下 のように定義される。

          RGDER一 Σ 侮 一EXFDRi+EXRi） （R∈R、）    （72）

           GDER一 Σ 礁 侮 一EX螽D+EXRZ） （R∈R。）    （73）

           PGDER一_GDERRGDER（R∈R.d）     （74）

 政府部門の労働所得税、資本所得税、財産所得税、純間接税、関税 ・輸入品商品税についてはそれぞれ、

TI=R

TM=R

  TRLRゴんR鵡 瑠 （R∈R・）         （75）

  TR KRゴ鴫 ・鴫 ρ （R∈R・）         （76）

  PINV             （ ）TRPRA KR；（RERd）          77

姦 姦 噛 （R∈R・）    （78）

     eR MTRiR'ERdcEC eR'（1羊細 瑞 くXR'RijjEI +m（VwR'Ri）（1-d（VwRi））IRi

囎 （Z-wRZC））静 万+ω鯉 （・一d（FwRi））綴 鮒 （R∈R・） （79）

であるか ら、政府部門の総税収は次のようになる。

             嘘 一TLR+TKR+TPR+TIR+TMR（R∈R、 ）

よって政府部門の貯蓄額SGRお よび貯蓄投資差額△rsRは 次のように求められる。

               sGR=7窟 一〇實+TRERc（R∈R.d）

             01sR-ScR+TRCRG一 一IG（R∈.R・ ）

                        22

（so）

（sib

（82）



…方R国 の商品別名 目総輸入金額 （CIF価 格かつ関税 ・輸入品商品税を含む）は、

   ・MRZ一 驫 畷 碁x一 ゴ+m（VwR'Ri）（・d（V-wRi））IRi+m（C）wR'Ri・一ω欝 ））静

         +m（F）wR'Ri・一d（FwRi））響 淨 ） （RERd，2∈C）  （83）

                                              （84）

として表わされるから、海外部門における貯蓄投資差額△rsRは 、

           △ISR一》EX《 毳・撫 班）
                 一 Σ （THE朋'+TRCRR'） （R∈R、）   （85）
                  R'∈R.：，，

となる。以上の家計部門、政府部門、海外部門の貯蓄投資差額か ら一国全体では、

               △ISR一 △lsR一 △ISG（R∈R、 ）      （86）

が事後的に成立する。

7 環 境 汚 染 物 質 排 出

 ここでは環境汚染物質として002、so.Xに ついて、各国における排出量を算定する。中間投入による燃
料投入量および各排出量は、

          FσE五 砌 一FUELERijΣXR'Rij（R∈R・ ，2∈C，ゴ∈1）   （87）
                    R'∈R'W

           OO・Rij-CO2ERtijΣXR'Rij（R∈R・ ，i∈C，ゴ∈1）   （88）
                    R'∈Rも

          SAXRiゴ=凱 景X一 ゴ （R∈R・，2∈C，ゴ∈1）  （89）

であり、家計消費による燃料投入量および各排出量は以下のように求め られる。

            FUELRi-EFRUEL（C）C（C）， （RER.d，iEC）  （gp）PRi

             …CCOQRi ERi（σ）cRipR（C）（R∈R・，2∈C）  （91）

             s・CSOXXRi ERi（σ）靜 ∫ （R∈R.d，2∈C）  （92）
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A 変数 リス ト

外生変数 内生変数
code

NR      RERd

蔑 RERdRERd，j。，
TJZj  RERd，jE]

       RERd，jEI'T__^

       R∈Rd， ゴ∈17Rゴ

TRj  RERd，jEI

       RERd，iECTRi

yR'Ri

SR

ZR

hRj

aRij

bR
ideP
Ri

 AR
 MR
 ZR
 eR
 lMW
 TRERR'
TRERG

 TRCRR'
TRCRG

 FUEL`53

、`

羣ぎx
 e

 FUEL（C） E

 XO2（c） E

 豊らX（σ）E
ati

R∈Rd，R'∈Rと ・i∈c

RERd

RER.d

RER.d

RE1；.d

RER.d

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC，jEI

R∈Rd， ゴ ∈1ム

RERd，iEC，jEI

R∈Rd， ゴ ∈1

RERX，iEC

RERd

RERd

RERd

RERd

R∈Rd・R'∈Rと

R∈Rd・R'∈Ra

RごRd・R'∈Rと

R∈Rd，R'∈Rと

RERg，iEC，jEI

RERd，iEC，jEI

RERd，iEC，jEI

R∈Rd， 貳 ∈C

RERd，iEC

RERd，iEC

人口

経済活動人口/人口
想定労働時間

純間接税率

資本所得実効税率

財産所得実効税率

労働所得実効税率

関税 ・輸入品商品税率
国際運賃保険料率
貯蓄率
名目在庫投資

名目政府消費支出

名目公的総固定資本形成
（うち道路港湾等社会資本）

在庫配分係数

消費財配分係数
政府消費配分係数

政府投資配分係数

資本財実質配分係数

想定労働時間 （標準稼働時間）
実質投入係数
償却率
RoWか らの輸入価格
農用地面積

貨幣供給量
貨幣流通速度
為替レート

世界貿易量
純経常移転

家計から政府への経常移転

純資本移転

家計から政府への資本移転

燃料係数

002排 出係数

SOX排 出係数

燃料係数 （家計消費）

002排 出係数 （家計消費）

SOX排 出係数 （家計消費）

鴛

蠶

讌

黌̂

踟
聯
織
賂
鑑
羈
攤
攤

難

潔
勲
襲

驫
蠶
難
鏘

炎
繼
難
嚢
嚢
蘊
鋸

。・3・
即
。・
3・…

 

 

 

冖33
 

 

 
・3

鉱

衄
恥
期
讎
Rσ蝋

RER.d

R∈Rd， ゴ ∈i

R∈Rd， ゴ ∈1

R∈Rd， ゴ ∈I

R∈Rd， ゴ ∈I

R∈Rd， ゴ ∈r

RERd，jEIm

R∈Rd， ゴ ∈1

RERd，jElm

R∈Rd， ゴ ∈1

RERd，jElm

R∈R・d・ ゴ ∈1驫

RER.d

R∈Rd， ゴ ∈1

R∈Rd・ ゴ ∈1

RERd，jEI

R∈Rd， ゴ ∈1

R∈Rd・ ゴ ∈1

R∈Rd， ゴ ∈1

R∈Rd・ ゴ ∈1

R∈Rd， ゴ ∈1

R∈Rd・R'∈Rと ・i∈c

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd，iEC

RERd

RERd，iEC

RERd，4EC

RERd，{EC

RERd，iEC

R∈Rd・R'∈Rと ・i∈C

R∈Rd・R'∈Ra・i∈c

R∈Rd・R'∈Ra・i∈c

児 ∈Rd・R'∈Rと ，`∈c

RERd，iEC

RERd，iEC

R∈Rd， 重∈C

RERd，iEC

RERd

RER.d

RERd

RERd

RER.d

RERd

RERd

RERd

RERd

RERd

RER.d

RERd

RERd

RER.d

RER.d

RER.d

RERd，iEC，jEI

RERd，fEC，jEI

RERd，iEC，jEI

RERd，{EC

RERd，iEC

RERd，iEC

経済.活動入口    r} ～
就業者数
資本ストック量
来期資本ストック量
社会資本ストック量
投資量
設備能力量
実労働時間

有効稼動時間
生産量
来期想定生産量
一人当たり賃金

製造業最低一人当たり賃金
労働所得
資本所得

税引き後労働所得

税引き後資本所得

国内生産価格

時間当り賃金

資本サービス価格

資本財取得価格

輸入価格 （含関税）

輸入価格 （対中間需要）

輸入価格 （対消費需要）

輸入価格 （対投資需要）

輸入価格 （対他最終需要）
平均輸入価格

複合財価格 （対中間需要）

複合財価格 （対消費需要）

複合財価格 （対投資需要）

複合財価格 （対他最終需要）
名目利子率

国産比率 （対中間需要）

国産比率 （対消費需要）

国産比率 （対投資需要）

国産比率 （対他最終需要）

輸入比率 （対中間需要）

輸入比率 （対消費需要）

輸入比率 （対投資需要）

輸入比率 （対他最終需要）

RoWへ の実質輸出金額

（上記+最 終需要への輸出）実
質輸出金額

名目輸入金額
名目可処分所得
名目家計消費支出

名目家計貯蓄
名目政府貯蓄

家計貯蓄投資差額

政府貯蓄投資差額

海外貯蓄投資差額
政府総税収

労働所得税収

資本所得税収
財産所得税収

純間接税収

関税 ・輸入品商品税収
名目GDE
実質GDE
GDEデ フレーター

燃料投入量
002排 出量
soX排 出量

燃料投入量 （家計）
002排 出量 （家計）

soX排 出量 （家計）
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